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　これらの趣旨を踏まえ、本町の水道事業においても現状の経営課題を把握するととも

に中長期的な経営計画として「上富良野町水道事業経営戦略」を策定することとしまし

た。

　この計画では、策定の過程において類似団体との比較分析等により現状の課題を洗い

出すとともに、長期的な財政シミュレーションを実施する中で必要な経営の改善策を検

討し、本町の水道事業における「投資・財政計画」として、平成３０年度から平成３９

年度までの１０年間の料金収入等収益と建設投資事業、維持管理費等に関する費用につ

いて、財政面の見通しを明らかにするものです。

　また、平成２６年８月に「公営企業の経営にあたっての留意事項について」が総務省

より公表され、地方公営企業の経営基盤強化と財政マネジメントの向上に取り組むため

の中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」の策定が通知されました。

　さらに、公営企業の経営に関する取り組みの考え方については「経済財政運営と改革

の基本方針２０１６」（平成２８年６月２日閣議決定）等においても明記されていると

ころです。

上富良野町水道事業経営戦略策定の趣旨

　本町においては、現在に至るまで住民生活に欠かすことのできない「水」を供給する

ライフラインとして、昭和４８年に給水を開始し、その後も給水区域の拡張と施設整備

を進め、衛生的な飲料水の確保と供給に努めてきたところです。今後においても地域住

民に密接する水道サービスを継続的に提供していくことが求められます。

　しかしながら、これからは人口減少等により料金収入の減少が見込まれる一方、水道

施設の老朽化に伴う更新投資の必要性が増大するなど、水道事業を取り巻く経営環境は

さらに厳しさが増していくことが予想されます。

　こうした状況の中、住民に対して安全で快適な持続可能な水道サービスを提供するた

めには、水道事業を取り巻く現状の経営課題を把握し、中長期的な視野に基づく計画的

な経営に取り組み、徹底した業務の効率化・経営の健全化を推進することが求められま

す。
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(1) 事業の現況

人

人

　㎥／ha

　km ％

　平成　29　年　3月

108.06

　上富良野町水道事業に関する事務は建設水道課上下水道班が所管しています。平成16年4月1日の機構改革により上下水道課

を建設水道課に統合、係制を廃止し、スタッフ制による上下水道班を設置しています。現在の上下水道班の体制は、主幹1名、

スタッフ4名の計5名であり、このうち水道事業に主幹を含め3名の担当者を配置しています。

　平成 30 年度　～　平成 39 年度

浄水場設置数

配水池設置数

 ①　給　水

 ②　施　設　

 ③　料　金

 ④　組　織

料金改定年月日（消費税のみの改定は含まない） 平成１１年４月１日

臨 時 用

8 ㎥ ま で

20 ㎥ ま で

供 用 開 始年 月日

施 設 能 力

         6,000       ㎥/日

   　  日の出　3,525㎥/日

      　 倍　本　2,475㎥/日

管 路 延 長

2,302円

計 画 給 水 人 口 12,500

現 在 給 水 人 口 9,910法 適 （ 全 部 ・ 財

務）・非適の区分
　法適用（全部）

　昭和48年1月1日（45年経過）

42.87

3箇所

（日の出2池・倍本1池）

2箇所

　（日の出・倍本）

　□表流水,　□ダム,　□伏流水,　□地下水,　□受水,　☑その他（湧水）

施 設 利 用 率

上富良野町水道事業経営戦略

　本事業の料金体系は用途別に６種類に区分し、基本水量と超過水量を設定した従量料金制となってい

ます。各用途の料金は次のとおりです。現在の料金は、消費税率改定に伴い、平成26年４月１日から

実施しています。

施 設 数

策 定 日：

団 体 名：

事 業 名：

有 収 水 量 密 度

　上富良野町

　水道事業

料 金 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

使 用 水 量 料 金

198円

計 画 期 間 ：

水 源

317.63

162円

180円

162円

193円

198円

一 般 用 1,555円

3,546円

22,589円

3,920円

8,276円

営 業 用

浴 場 用

団 体 用

工 業 用

20 ㎥ ま で

200㎥まで

20 ㎥ ま で

40 ㎥ ま で

１．事業概要

用           途
基                       本 超 過 料 金

（１㎥につき）

水道料金表　（1か月につき）
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　経営健全化の取り組みとして、料金徴収、届出事務及び施設維持管理を除く、浄水場及び管路の保守点検業務、水質検査業

務、量水器検針業務の民間委託を行い、効率的な管理・運営に努めています。

  また、本町の簡易水道事業と業務運営の一体化を図り、経営の効率化に取り組んでいます。

　経営比較分析については別添のとおりになります。

　分析結果の補足として、施設老朽化状況に係る有形固定資産減価償却率・管路経年化率が高く、管路更新率が低く、全国平

均、類似他団体と比較しても全ての指標で老朽化が進んでいる状況が読み取れます。特に創設期設置施設の耐用年数経過に伴

い、平成25年度からの管路経年化率は急激な上昇が見られ、現在は27％まで増加し、類似他団体と比べ2倍以上の水準となり、

深刻な状況となっています。

　また、経営の健全性を表す経常収支比率は高く、良好な経営水準に見えますが、各指標の組み合わせによりその理由を分析

してみると、これまで資産に対して、計画的な老朽化対策や必要な更新投資を先送りにしてきたことが高い経営水準が維持で

きていた主な要因と考えられます。

　今後も老朽化する資産は増え続け、特に管路施設の半分近くが更新の必要な資産となる見通しであり、事態は更に深刻化し

ていくことから、老朽化対策、更新投資のあり方について早急な改善が必要です。

 (2) これまでの主な経営健全化の取組

 (3) 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

 (1) 給水人口の予測

 (2) 水需要の予測

　給水人口の予測は、平成28年2月策定の「上富良野町総合戦略人口ビジョン」に示されている将来人口に基づき、本戦略の

期間における給水人口を推計します。今後も総合戦略人口ビジョンと同様の推移で減少していくものと考えられ、平成39年度

末までに 2.6％減少する見込みとなります。

　近年の水需要（有収水量）は、給水人口の減少と利用者の節水思考の高まりや節水器具の普及拡大から減少傾向で推移して

います。今後においても現状の傾向は続いていくことが予想され、これまでの実績から有収水量を予測すると平成39年度末ま

でに7.1％減少する見込みとなります。

- 3 -



40年 ●

50年 ●
40年

60年

60年

40年

60年

16年 ●
●
●

40年

経過済み ●
主要幹線

補助幹線

枝　線

計画期間 ●
中に経過 主要幹線

補助幹線

枝　線

計画以降

水 道 施 設 一 覧

取 水 施 設

導 水 施 設

浄 水 施 設

送 水 施 設

 (3) 料金収入の見通し

 (4) 施設の見通し

日の出接合井Ｎo.１～5

日の出導水管

 倍本導水管

日の出浄水場

倍本浄水場

草分送水ポンプ場

草分送水管

日の出配水池Ｎo.１

日の出配水池Ｎo.2

施 設 名 場 所
設 置 年 度

耐用

年数
更 新 時 期

既に年数

が経過の

資産

資 産 名

平成　2年度 平成62年度

平成　3年度 平成63年度

平成　3年度

期間中に

経過する

資産

昭和47年度 平成34年度

　平成8～10年度 　平成58～60年度

 ① 資産の状況

　料金収入は、平成26年度消費税率改定に伴う料金改定により一時的に増加したものの有収水量と同様の傾向で減少し続けて

おり、消費税増税の影響で平成31年度までは現状維持で推移しますが、その後は使用水量の減少に伴い、料金収入も減少して

いくことが想定されます。料金収入の予測にあたっては、有収水量の見込みに料金と収納率を乗じて算定しています。

平成44年度

2,527ｍ（2.3％）

平成44年度

平成　2年度 平成52年度

昭和47年度

日の出水源

平成　2年度 平成42年度倍本水源

昭和47年度 平成24年度

873ｍ（0.8％）

配 水 施 設

電 気 計 装 設 備

平成43年度

平成55年度

平成　2年度

17,800ｍ（16.5％）

平成52年度

平成　5年度

　現在、本事業で所有する資産の設置時期及び耐用年数の経過状況は次のとおりです。

昭和58年度

昭和47年度

昭和53～62年度 平成30～39年度

　　108,090ｍ（100％）

29,590ｍ（27.4％）

21,200ｍ（19.6％）

平成　3年度 平成63年度

平成20年度 平成36年度

日の出浄水場

倍本浄水場

草分送水ポンプ場

草分配水池Ｎo.2

6,980ｍ（6.5％）

草分配水池Ｎo.１

昭和63～平成29年度 平成40～69年度57,300ｍ（53.0％）

3,792ｍ（3.5％）

18.818ｍ（17.4％）

平成65年度

平成24～29年度昭和47～52年度

配 水 管

平成15年度 平成31年度

平成19年度 平成35年度

倍本配水池
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H29まで H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

27.35% 27.90% 29.80% 42.25% 42.25% 43.78% 44.36% 44.88% 45.00% 45.06% 47.00%

△0.50% 0.55% 1.90% 12.45% 0.00% 1.53% 0.58% 0.52% 0.12% 0.06% 1.94%

1 1 1 1 1

　　基本理念を踏まえた基本方針として、以下に示す４つの視点から水道における目標と展望、その方向性を設定しています。

　〇安全・安心の確保　　　　    ～　施設の適切な管理・整備の継続と危機管理対策を行い、安全で安心な水道水を確保す

　　　　　　　　　　　　　　　　　    ることで衛生的な生活環境を提供します。

　〇良好な自然環境の創造　     ～　豊富で良質な水源を維持するため、水源流域を中心に地域の自然環境の保全に努める

　　　　　　　　　　　　　　　　　    とともに、常に生産性、効率性の追求し、Ｃｏ２削減などの環境負荷に配慮した水道

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業を目指します。

　〇快適で活力ある暮らしの実現 ～　“清浄にして豊富低廉”な水道を安定的に提供することで、地域の活力を向上させ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　     快適な暮らしを実現します。

　〇開かれた事業経営　    　       ～　持続可能な水道事業を目指し、事業経営面の安定性、透明性を確保するとともに、開

　　　　　　　　　　　　　　　　　     かれた事業経営を行います。

　浄水場の運営については遠隔監視操作システムの導入で管理向上を図るとともに組織のスタッフ制により下水道、簡易水道

担当と相互協力体制により事業運営にあたっています。

　今後も事業の生産性や経営の効率性の観点から可能な限り、業務のアウトソーシングを推進していきます。

項目　 ＼ 　年度

 (1)  基本理念

 (2)  基本方針

 ② 更新対象施設の見通し

３．経営の基本方針

 (5) 組織の見通し

　　本町を取り巻く状況を踏まえ、今後の水道事業が目指すべき共通の理念を上位計画である「第5次上富良野町総合計画」

　を考慮し、『彩のある風土のなかの、環境を保全し安心して暮らせる持続可能な水道』を基本理念とします。

　　基本理念には、上富良野町の水道が建設から改築更新、維持管理の時代を迎えるにあたり、財政悪化や人口減少、少子

　高齢化等の要　因による様々な水道事業の問題を解決しつつ、住民生活、地域産業、自然環境に関わる水道サービスを継

　続的に提供しなければならないという意味を込めています。

管路経年劣化率※1

管路以外の施設更新対象数 .

年 間 の 増 加 分 ※ 2

　　更新対象施設の見通しとしては、更新が必要となる管路の割合を示す管路経年劣化率は、何も対策を取らなければ現在の

　27％から平成39年度までに20％増加し、47％に達する見込みです。計画期間の推計は次のとおりです。

　　※１管路経年劣化率＝耐用年数経過の延長÷管路の総延長　　　　※2Ｈ29は増加はなく更新実施分のみのため減
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(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

 ①　収支計画のうち投資についての説明

〇投資以外の経費について

　管理経費については必要且つ合理的な額を算出するため、予測可能な費用について、現在までの価格動向や今後の物価上昇

　率等の増減額を考慮し算定しています。

〇委託料に関する事項

　浄水場維持管理業務については、3年の長期継続契約により民間委託を実施しており、現契約単価を基に想定される変動要

　素を加味し算定しています。

〇修繕費に関する事項

　更新投資による老朽化施設に係る修繕費用の減少と残存施設の増加費用を相殺し、現状と同程度の規模と想定し費用を算定

　しています。

〇動力費に関する事項

　浄水場に係る費用については、物価上昇と配水量など想定される要素を見込み算定しています。

〇職員給与費に関する事項

　職員給与費は、事業を担当する3名の費用とし、昇給等により毎年0.2％増加の見込みで算定しています。

〇その他

　企業債償還金は、償還予定表により算出し、新規借入については直近借入利率により算定しています。

　平成31年10月以降の消費税については改正税率により算出しています。

目 標

投資的事業に関しては、平成31年度に全ての施設を対象に長寿命化計画を策定し、施設規模の見直

し等により計画的かつ効果的な更新投資に取り組みます。特に老朽化が進んでいる管路施設につい

ては、管路更新率1.8%/年を目標として、幹線管路を重点的に更新投資を進めていきます。

目 標

平成20年度から開始した公的資金繰上償還借換債が平成31年度に終了し、企業債残高の減少とと

もに財政は一時的に健全化しますが、本計画による更新ストック解消と同時に企業債残高が増加し

、期間中の財政状況は悪化の傾向となることから、適正な投資計画の実施と着実な財源確保により

現在の経営水準を堅持することが目標となります。

 ② 収支計画のうち財源についての説明

○投資について

　計画期間に実施する投資は検討の結果（別紙4）から、更新時期が到来している取水施設（50百万）、導水施設（100百万）

　、浄水場電気計装設備（150百万）、管路施設（802百万）、量水器（128百万）に対して総額1,231百万の更新投資を予定

　しています。 なお、期間内の新規整備の事業予定はありません。

○施設・設備の長寿命化等の投資の平準化に関する事項

　投資額については、経営水準を維持したなかで優先度の高いものを選択し、投資総額を算定し、各年度配分額を平準化して

　います。また、次期計画も踏まえ、健全度が高い施設については計画修繕等予防保全により最大限先送りすることとしてい

　ます。

○防災・安全対策に関する事項

　本計画の投資対象施設のうち未耐震施設については、更新事業の実施に併せ、必要な耐震対策を予定しています。

〇財源に関する事項

　更新投資に係る財源については、内部留保資金と利益剰余金の一部を活用しながら、基本は企業債借入で賄うよう設定して

　います。

〇料金に関する事項

　本計画では、持続可能な経営を踏まえ投資制限や費用の平準化を行い、給水減価を抑えていることから、期間内での料金改

　定について平成31年度消費税増税分の転嫁のみを予定しています。

〇繰入金に関する事項

　一般会計からの繰入金は、繰出基準に基づき算定するとともに、平成36年度まで　一部区域の不採算箇所拡張整備に係る費

　用負担を基準外繰入として算入しています。

４．投資・財政計画（収支計画）

　　　　　別紙のとおり

(1) 投資・財政計画（収支計画）

 ③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明
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施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等の

投 資 の 平 準 化

今後も増加する老朽化施設については計画的な予防保全により、健全度を維持しながら、

過度な将来負担とならないよう適切な時期に更新を検討し、投資規模の平準化を進めて

いきます。

広 域 化
平成31年度に本町の簡易水道事業公営企業法適用化の検討に併せて、事業統廃合による

効果等についての検討をします。

料 金

資産の有効活用等（*2）によ

る 収 入 増 加 の 取 組

更新投資の見通し: 本計画において先送りした管路施設及び今後の浄水場施設等に係る更

新投資見込みは次のとおりとなります。

今後も残存施設の老朽化対策に伴い、企業債残高の増加が予測されることから、過大発

行の抑制のため、発行制限を取り入れるなど将来負担を考慮した適性規模の起債計画を

検討していきます。

一般会計繰入金は、繰出基準に基づき算定するとともに、繰入基準内となる消防施設の

整備については未反映であるため、関係機関の計画策定後に反映させることとしていま

す。

現時点で導入、活用の具体的な実施予定はありませんが市場の動向を踏まえて活用方法

や導入効果等についての情報収集に努め、検討を進めていきます。
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用

（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

〇投資以外の経費について

　管理経費については必要且つ合理的な額を算出するため、予測可能な費用について、現在までの価格動向や今後の物価上昇

　率等の増減額を考慮し算定しています。

〇委託料に関する事項

　浄水場維持管理業務については、3年の長期継続契約により民間委託を実施しており、現契約単価を基に想定される変動要

　素を加味し算定しています。

〇修繕費に関する事項

　更新投資による老朽化施設に係る修繕費用の減少と残存施設の増加費用を相殺し、現状と同程度の規模と想定し費用を算定

　しています。

〇動力費に関する事項

　浄水場に係る費用については、物価上昇と配水量など想定される要素を見込み算定しています。

〇職員給与費に関する事項

　職員給与費は、事業を担当する3名の費用とし、昇給等により毎年0.2％増加の見込みで算定しています。

〇その他

　企業債償還金は、償還予定表により算出し、新規借入については直近借入利率により算定しています。

　平成31年10月以降の消費税については改正税率により算出しています。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

今後、現有資産において遊休資産が発生した場合には、有効活用の方法について検討を

進めていきます。

水道料金改定に係る適正料金の算定については、引き続き5年ごとに実施していきます。

また、次期計画に予定している日の出浄水場等の大規模更新を踏まえた料金水準と改定

時期について検討を進めていきます。なお、期間中に社会情勢・人口動向や経営状況の

著しい変化が生じたときは速やかに検証を行うこととします。

施設・設備の廃止・統合・合

理化（ダウンサイジング・スペッ

ク ダ ウ ン ）

繰 入 金

平成30年度策定する本町の総合計画において将来人口が示されることから、併せて計画

給水人口と区域の見直しを実施し、その結果に基づき施設、設備規模の適正化と統廃合

・合理化の検討を進めます。

 ② 財源について検討状況等

(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

 ① 投資について検討状況等
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　本計画で示した投資・財政計画については定期的に見直しを行い、著しい状況の変化

があった場合には、計画終了を待たずに本計画を改定します。

　また、経営課題に対する今後の取組については、対応状況について事後的に評価を実

施していきます。

　さらに、本計画を踏まえた具体的な施策の実施にあたっては、議会や住民への情報提

供と議論を重ね、合意形成に努めます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

更 新 等 に 関 す る 事 項

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

動 力 費

職 員 給 与 費

電力自由化に伴う契約先の変更を行っていることから、引き続き経費縮減についての情

報収集と検討を進めていきます。

現在の状況から大幅な人件費の変動が生じないよう適正な人員配置を行い、経費縮減に

努めます。

修 繕 費

現状の業務内容を精査と業務範囲の拡大等による費用削減の方法や、市場の動向を踏ま

えて経費縮減についての情報収集と対応策の検討を進めていきます。

計画的に点検及び修繕を実施し、予防保全により施設の延命化を図るとともに施設台帳

のデータ化等による効率的な施設管理に取り組みます。

委 託 料

 ③ 投資以外の経費についての検討状況等
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③

流
動

比
率
(％

) 
④
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収
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比
率
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) 
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(
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⑦

施
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収
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％
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①
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0
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0
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－
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率
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（
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化
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第

1
6
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り
算

定
し
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資
金

の
不

足
額
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40年 平成24年度 ❶ 平成38年度

50年 平成34年度 ❹ 平成39年度

16年 平成31年度 ❺ 平成31年度

平成35年度 ❻ 平成35年度

平成36年度 ❼ 平成36年度

40年

経過済み

主要幹線

補助幹線

枝　線 ❸

計画期間

中に経過 主要幹線

補助幹線

枝　線 ❾

更新投資計画の検討

　Ⅰ.対象資産の状況

 水道施設一覧に示した資産のうち、検討対象の資産は次のとおりです。

　浄水場等施設費（取水❶・導水施設❹、電気計装設備❺❻❼）と量水器取替は計画期間中（Ｈ39まで）に耐用年数

が経過する資産の全てを更新投資の対象とし（第1～3案共通）、管路施設（配水管）の事業量を変動させながら投資

額を設定します。

　また、浄水場等施設費の一部（日の出水源❶・日の出接合井❹）についてはＨ38～39に更新することとし、各年度

の事業費は可能な限り平準化します。

　なお、収益的収支計算のうち減価償却及び企業債償還に係るもの以外は、すべて共通の条件とします。

　既に耐用年数が経過した配水管と計画期間中に年数経過となる配水管の投資した場合

・管路施設：Ｈ29迄に年数経過❷❸の金額1,360百万円 ＋ Ｈ39迄に経過❽❾の金額696百万円 計2,056百万円

・第1～3案共通：Ｈ39迄に経過の浄水場等施設❶❹❺❻❼300百万円 + 量水器交換129百万円 計429百万円

・総　　額：2,485百万円

　経営比較分析から近年、老朽化施設が急増している点やその更新投資を先送りしてきた実態などが判明し、また近

年の投資規模では状況が改善されていないことも明らかになっています。

　本計画おいてはこれら老朽化施設の対策を重点課題として、問題解決のために計画期間で実現可能な投資額の試算

を実施、その結果を投資・財政計画に反映させることにします。

　以下、更新投資額を変数とした試算結果をもとに経営指標を活用し、計画期間の経営状況の分析と投資規模の設定

を行います。

　 ⅰ. 試算額の設定条件

　【第 １ 案】　

❷

❽

取 水 施 設

導 水 施 設

平成24

～

29年度

平成30～

39年度

平成30

～

39年度

873ｍ（0.8％）

2,527ｍ（2.3％）

17,800ｍ（16.5％）

6,980ｍ（6.5％）

3,792ｍ（3.5％）

18.818ｍ（17.4％）

21,200ｍ（19.6％）

　Ⅱ.更新投資の検討

配 水 管 　　50,790ｍ（47.0％）

29,590ｍ（27.4％） 昭和47～52年度

経過

年度

倍本浄水場 平成19年度

草分送水ポンプ場 平成20年度

昭和53～62年度

　場　　　　　　所　

日の出水源 昭和47年度

日の出浄水場 平成15年度

平成30年

度～

（第1～3

案によ

る）

更新

予定

資 産 名
設 置 年 度

耐用

年数

既に年数

が経過の

資産

期間中に

経過する

資産

電 気 計 装 設 備

日の出接合井Ｎo.１～5 昭和47年度

施 設 名

2



H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 合　計

 投　資　総　額 214 266 225 220 216 218 273 267 266 320 2,485

205 253 205 205 206 206 257 257 256 306 2,356

浄水場等施設 0 48 0 0 0 0 51 51 50 100 300

管 路 施 設 205 205 205 205 206 206 206 206 206 206 2,056

9 13 20 15 10 12 16 10 10 14 129

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 合　計

 投　資　総　額 145 197 156 151 146 148 203 197 196 250 1,789

136 184 136 136 136 136 187 187 186 236 1,660

浄水場等施設 0 48 0 0 0 0 51 51 50 100 300

管 路 施 設 136 136 136 136 136 136 136 136 136 136 1,360

9 13 20 15 10 12 16 10 10 14 129

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 合　計

 投　資　総　額 59 139 110 125 120 114 145 134 115 171 1,232

50 126 90 110 110 102 129 124 105 157 1,103

浄水場等施設 0 48 0 0 0 0 51 51 50 100 300

管 路 施 設 50 78 90 110 110 102 78 73 55 57 803

9 13 20 15 10 12 16 10 10 14 129

　既に耐用年数が経過した配水管の投資をした場合

・管路施設：Ｈ29迄に年数経過❷❸の総額1,360百万円

・第1～3案共通：Ｈ39迄に経過の浄水場等施設❶❹❺❻❼300百万円 + 量水器交換129百万円　計429百万円

・総　　額：1,789百万円

 　既に耐用年数が経過した配水管と計画期間中に年数経過となる配水管のうち、幹線及び補助幹線配水管を完了さ

せ、道路工事箇所の枝線配水管の投資した場合

・管路施設：Ｈ29迄経過の幹線❷491百万円と❸枝線の一部159百万円 ＋ Ｈ39迄経過の幹線❽153百万円 　計803百万円

・第1～3案共通：Ｈ39迄に経過の浄水場等施設❶❹❺❻❼300百万円 + 量水器交換129百万円＝429百万円

・総　　額：1,232百万円

【単位:百万円】

【単位:百万円】

【単位:百万円】

　【第 ３ 案】　

　【第 ２ 案】　

項目　 ＼ 　年度

水 道 施 設 整 備 費

量 水 器 交 換 費

項目　 ＼ 　年度

水 道 施 設 整 備 費

量 水 器 交 換 費

項目　 ＼ 　年度

水 道 施 設 整 備 費

量 水 器 交 換 費
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　3つの更新投資の試算について、経営健全性・効率性に関する指標により経営状況を比較します。

　第1案は、全ての更新施設が解消されることから、老朽化施設（管路経年化率）はゼロとなるものの平成35年度か

ら経常収支比率が100％以下となり、収益的収支は純損失となります。以降は赤字に転落し、平成39年度の累積欠損

金比率は20.2％、金額としては30百万円の欠損金となります。

　第2案は、計画期間中に経年化率が約27％低下し、残る老朽化施設が20％程度となるものの平成37年度以降は純損

失となり、最終年度には6.9％の累積欠損金比率となります。

　第3案の計画期間内に更新対象となる管路のうち、主要な幹線管路と経済性を考慮した道路工事箇所の枝線管路を

優先して実施し、投資額を第1案の50％、第２案の70％まで減少させた場合には、期間内の経常収支比率が基準値の

100％以上となり、期間中の経営を維持することができます。

　 ⅱ. 　試算からの経営分析

　  　     注：　料金～料金回収率，　経常～経常収支比率,　累積～累積欠損金比率,　企業～企業債残高対給水収益比率
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 　 ⅲ.　料金見直しについての検討

 　 ⅳ.　老朽化管路の検証

　3つの試算の結果は、投資総額24.9億円の第1案と17.9億円の第２案を実施した場合は、現行の料金水準では投資

することが困難となり、第1案はＨ35年、第２案Ｈ37年に料金見直しを行う必要があります。一方、12.3億円の第3

案は序々に経営水準が低下していくものの期間内の経常収支は総収益で総費用を賄えており、料金見直しを行わず経

営を続けていけます。

　計画内に第1案や第2案を採用し、料金見直しを行えば課題解決、改善を図ることができますが、水道料金は給水

サービスの対価であることから、地域住民の需要に対して量質ともに適正であり、極力低廉で且つ公平であることと

いう料金設定の原則から、事業全般にわたる冗費の節減等最大限の合理化と効率化を追求することなく、利用者に負

担を求めることはできないと考えます。

　このことから、本計画においては経常経費の縮減はもとより、更新投資の対象となる施設に対して、可能な限りの

延命化と投資の平準化を検証した中から、料金見直しの時期や必要性を判断していくこととします。

　管路施設延命化の可能性を検証するため、過去の漏水事故から現状の劣化状態を診断することとします。

　　※老朽化管路～管路漏水のうちＨ39までに耐用年数経過の管路、管路更新実施～当年度に更新を実施した管路、

　　　漏水頻発管路~これまでに2回以上漏水した管路

　過去10年間の漏水発生状況は、平成19年度頃は創設期のものが耐用年数経過する前後の時期であり、一部に漏水が

頻発する箇所が発生してきたため、集中して老朽化更新を実施した結果、平成23年度には頻発箇所の更新は解消し、

近年は年間1件の老朽化管路を更新しています。また、漏水発生件数も平成21年度から半減し、その後は概ね横ばい

で推移しています。

　以上のことから、平成22年度までの老朽化対策以後は極端な増加が見られず、比較的安定していることや漏水原因

も外的要因が多く、管自体の劣化が少ないことから、使用限界のレベルに達していないと推察できます。分析結果と

しては、標準的な供用限度の年数に達していますが、継続使用が可能と判断できます。

　なお、使用限界までの継続使用にあたっては、漏水の頻発が予想されるため、漏水調査等により、常に異常兆候の

把握と復旧対応の準備が必要になります。
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H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 平均

0.94% 1.55% 1.86% 2.35% 2.43% 2.17% 1.76% 1.84% 1.45% 1.66% 1.80%

26.97% 27.32% 37.91% 35.56% 34.66% 33.07% 31.82% 30.10% 28.71% 28.99% -

◇用語解説◇

【流動比率】

　短期的な債務に対する支払能力を表す指標。

　　流動比率（％）＝ 流動資産 ÷ 流動負債 ×100

【有収水量】

　水道施設から給水した水量のうち料金収入の対象となった水量。各戸の水道メータで計量した水量の合計から減免した水量の合計を除いたもの。

【水需要】

　住民や企業が生活や企業活動を行う上で必要とする水の量、あるいは水道水として供給が求められている水の量。人口の増減や企業の業績のほか、

水道水に

　対する意識や水使用機器の改良・普及などによって増減する。

【経常収支比率】

　当該年度において、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標。

　　経常収支比率（％）＝ 経常収益 ÷ 経常費用 ×100

【累積欠損金比率】

　営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積

した損失

　のこと）の状況を表す指標。

　　累積欠損金比率（％）＝当年度未処理欠損金 ÷ (営業収益−受託工事収益) ×100

　料金見直し及び老朽化管路の検証結果から既存管路の延命化と住民負担、財政負担を考慮し、持続可能な経営水準

を維持しながら、将来のために投資額の制限と平準化を取り入れた投資規模の第 3案が最適と判断できることから、

本計画の投資額として採用することとします。

　次に第3案による老朽化改善の見込みについて、管路更新率と管路経年劣化率の指標により、推計します。

《　結　果　》

　管路への投資額803百万円により18％（年平均更新率1.8％）の老朽化を改善することができます。現状の経年劣

化率（27.35％）から対策後には1.64％の増加に留まります。

更 新 率 目 標 値

対策後の経年劣化率

管路更新率・経年化率の見込み(%)

項目　 ＼ 　年度

Ⅲ　投資・財政計画の策定
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【施設利用率】

　一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標。

　　施設利用率（％）＝ 一日平均配水量（㎥/日） ÷ 一日配水能力 （㎥/日） ×100

【有収率】

　施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標。

　　有収率（％）＝ 年間総有収水量（㎥）  ÷　年間総配水量（㎥）  ×100

【有形固定資産減価償却率】

　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示す指標の一つ。

　　有形固定資産減価償却率（％）＝有形固定資産減価償却累計額（円）  ÷　有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価 （円） ×100

【管路経年化率】

　法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示す指標の一つ。

　　管路経年化率（％）＝法定耐用年数を経過した管路延長（ｍ） ÷　総管路延長（ｍ） ×100

【管路更新率】

　当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握できる。

　　管路更新率（％）＝当該年度に更新した管路延長（ｍ）  ÷　総管路延長（ｍ） ×100

【企業債残高対給水収益比率】

　給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標。

　　企業債残高対給水収益比率（％）＝ 企業債残高合計（円） ÷ 給水収益 （円）×100

【料金回収率】

　給水原価に対する供給単価の割合。水道水の何％が水道料金で回収できているかを表す指標。

　　料金回収率（％）＝供給単価（円/㎥） ÷  給水原価（円/㎥）×100

【給水原価】

　水道水 １ ㎥当たりの平均的な値段。水道水の原価を構成する費用の合計を有収水量で除したもの

　　給水原価（円/㎥）＝原価構成費用の合計（円）÷  年間有収水量（㎥）

【供給原価】

　水道水 １ ㎥当たりの平均的な値段。給水収益（料金収入）を有収水量で除したもの。

　　供給原価（円/㎥）＝年間給水収益（円）÷  年間有収水量（円）
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